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総 括 調 査 票

調査事案名
（４）地域経済循環創造事業交付金（分散型エネル
ギーインフラプロジェクト）

調査対象
予 算 額

令和３年度：700百万円の内数 ほか
（参考 令和４年度：500百万円の内数）

府省名 総務省
会計 一般会計

項 地域振興費 調査主体 財務局

組織 総務本省 目 地域経済循環創造事業交付金 取りまとめ財務局 関東財務局

①調査事案の概要

【事案の概要】
本事業は、地方公共団体を核として、需要家、地域エネルギー会社及び金融機関等、地域の総力を挙げ
て、バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を立ち上げるエネルギー供給事業導
入計画（マスタープラン）の策定を支援するもの。
各地域において取り組みたい内容を提案し、概ね５年を目処に事業化を目指す（※）プロジェクト推進
計画を策定する。（※令和４年度以降の事業）
その際、専門的知見・ノウハウ・経験を活用し、より実現可能性を高める観点から、各省連携のプラッ
トフォームとして、総務省を窓口とする関係省庁タスクフォース（農林水産省、資源エネルギー庁、国土
交通省、環境省）を設け、マスタープランの策定段階から事業化まで、徹底したアドバイス等を実施。

補助対象 地方公共団体のマスタープランの策定経費（上限2,000万円）
補助率 策定経費の1/2（財政力指数0.5未満市町村は2/3、財政力指数0.25未満市町村は3/4、新規

性・モデル性の極めて高い事業計画は10/10）

＜総務省ホームページ資料＞

②調査の視点

１．事業の有効性について

【調査対象先数】
・マスタープラン策定団体：58団体
・「分散型エネルギーインフラプロジェクト導入可能性調査」（※）
を実施し、マスタープラン策定を行わなかった団体：16団体

（※）平成25年度に総務省が行ったフィージビリティスタディ調査
（入り口調査）。分散型エネルギーインフラプロジェクト具体化に向
けた、エネルギー資源の種類や量、今後の需要見通し、事業化等に関
する委託調査であり、実施した地方公共団体は31団体、そのうちマス
タープラン策定を行わなかった団体は16団体（具体的調査：１団体当
たり300万円程度、概要調査：１団体当たり40万円程度）。なお、マス
タープランはこのフィージビリティスタディ実施の先の段階で更に精
緻に関係者と事業化に向けて深い検討を行うためのものである。

【調査対象年度】
・平成26年～令和２年度（マスタープラン策定団体）

・マスタープラン策定団体の事業化の状況について具体的に確認する。
・調査段階において事業化に至っていない理由を正確に把握する。
・「分散型エネルギーインフラプロジェクト導入可能性調査」（※）に
ついて、その後の事業化（事業形成過程を含む。）につながっているか、
事業化が進展しつつあるかを正確に把握する。
・事業化に至った場合の事業の採算等の状況について確認する。

２．その他の地域新電力事業について

・分散型エネルギーインフラプロジェクトの対象は、電力に限られるも
のではなく、事業規模等も異なるが、便宜的に「地域新電力」に着目し、
本事業を活用せずに地域新電力を導入できた理由を確認する。

【調査対象年度】
・各事業開始年度～令和３年度

【調査対象先数】
・地域新電力導入地方公共団体：74団体
※令和４年３月31日までに資源エネルギー庁の登録小売電気事業者一覧
に記載があり、地方公共団体が直接出資又は社員となっているとホーム
ページで確認できた事業者の所在する団体（有効回答数は63団体）
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③調査結果及びその分析

１．事業の有効性について

●事業化の見通しについて
・「事業化済」と回答した地方公共団体は、58団体中12団体（21%）にと
どまる。【図１】（※総務省ホームページによると事業化済は19団体となってい
るが、その中には一部設備の完成のみで、エネルギー等の供給実績がない等の理由
から事業化に至っていないと認識している団体が複数あった。）

・「事業化の見通しなし」と回答したのは29団体で全体の50%を占める結
果となり、そのうち、事業化の実現可能性については「プランを見直して
も厳しい」と回答した団体が最も多かった。【図１】
・「事業化済」と回答した団体の中でも、マスタープランと事業化との関
連が希薄な以下のような例があった。
➢マスタープランの内容がエネルギー事業の導入可能性の検証のみで事
業化に向けた具体的なプランになっていない例

➢地方公共団体が関与せず民間事業者がマスタープランで想定していた
エネルギーを活用した事業を行った例

➢別の再生可能エネルギーを活用していることをもって事業化済と整理
している例

➢事業化のためには他省庁の補助事業で更に導入可能性調査や事業計画
を策定する必要があった例

・また、マスタープランに事業化予定年度を記載していない事例が８団体
（14%）あった。【図２】

【図１】事業化の見通しについて

理由 団体数 割合

設備投資等、費用が大きい 21 75%

事業運営費の採算が取れない 19 68%

採算が取れるまで時間を要する 14 50%

安定的な需要確保が見込めない 13 46%

地元事業者の参画が見込まれない 12 43%

付加価値のあるサービス提供が難しい ８ 29%

地域エネルギー事業推進に関して、政策変更等があった ６ 21%

既存の民間事業者や第三セクターと比較して信頼性の高いサービス提供が難
しい

６ 21%

地元のエネルギー資源の状況が変化した ３ 11%

その他 12 43%

●事業化に至らない理由について
・マスタープラン策定から５年以上経過（平成28年度までに策定）してい
る地方公共団体39団体のうち28団体が事業化に至っていなかった。事業化
に至らない理由は「設備投資等、費用が大きい」が最も多かった（75%）。
次いで「事業運営費の採算が取れない」、「採算が取れるまで時間を要

する」が多く、半数以上が該当した。【表１】
・マスタープランを策定したとしても、事業化に至るまでには設備投資や
採算性の問題があり、事業化に至っていない。

【表１】５年以上事業化に至らない理由（28団体、複数回答可）

●分散型エネルギーインフラプロジェクト導入可能性調査について
・「分散型エネルギーインフラプロジェクト導入可能性調査」（以下「導
入可能性調査」という。）を実施したが、マスタープラン策定に至らな
かった16団体について、導入可能性調査の調査結果により、11団体
（69%）が導入不可や課題の発見をしていた。【図３】
・また、マスタープラン策定から５年以上経過している39団体のうち、導
入可能性調査を実施した団体の事業化率は42%、実施していない団体の事
業化率は22%であり、導入可能性調査を実施した団体は実施していない団
体と比較して事業化率は約２倍であった。【表２】
・以上の結果を踏まえれば、マスタープランを策定する前に導入可能性調
査を実施する方が効率的なのではないか。

【図３】導入可能性調査結果 【表２】導入可能性調査等の調査を行ったか

その他

経済波及効果
等が認められ
導入可能

マスタープラン策定から５年以上経過している団体 39

導入可能性調査を実施した 12

うち、事業化済 ５ 42%

導入可能性調査を実施していない 27

うち、事業化済 ６ 22%

【図２】マスタープランに事業化予定年度の記載

（※）構成比は小数点以下第１位を四捨五入して
いるため、合計は必ずしも100とはならない。
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③調査結果及びその分析 ④今後の改善点・検討の方向性

・マスタープラン策定後、「事業化済」と回答し
た地方公共団体数は全体の21%にとどまっている。
今後、例えばマスタープラン策定前に導入可能性
調査等を条件とするなど、事業化につながり、か
つ地域の特性を活かしたエネルギー供給が期待で
きる事業を重点的に採択するなど、予算の効率
化・重点化を図るべきではないか。

１．事業の有効性について
団体数
（割合）

１.現時点での採算

①取れている ８（67%）

②取れていない ３（25%）

③事業化直後で決算
前

１（８%）

２.①のうち、将来
の継続性

④ある ６（50%）

⑤分からない ２（17%）

３.④のうち、地域外
エネルギー割合

⑥半分未満 ４（33%）

⑦半分以上 ２（17%）

【表３】事業化済地方公共団体の状況●事業化済地方公共団体の状況について
・「事業化済」と回答した地方公共団体12団体のう
ち、現時点での採算が取れている（※）のは８団体
であった。そのうち「将来の継続性がない」と回答
した団体はなかったが、「分からない」と回答した
のは２団体であった。なお、「将来の継続性があ
る」と回答した６団体のうち、地域外エネルギー割
合が「半分未満」と回答したのは４団体（33%）で
あった。（マスタープランを策定している58団体の
７%）【表３】
・事業化に至った場合でも、地域内のエネルギーを
主に活用して事業を継続していく団体は少ないこと
が分かった。
（※）採算については、単年度のPL分析ではなく、
面的・ネットワークの拡大状況、原材料コストの推
移などを織り込みつつ、中長期的なPL分析、BS分析
を行う必要もあると思われるが、本調査では現時点
での採算に着目して分析を行った。

２．その他の地域新電力事業について

活用しなかった理由 団体数 割合

本事業を認知していなかった 20 40%

他省庁の補助・交付金で十分であったため 12 24%

マスタープラン策定に必要性を感じない ６ 12%

本事業の開始前（平成26年度以前）に新電力を導
入していた

２ ４%

本事業の対象になりえない １ ２%

その他 ９ 18%

【表４】本事業を活用しなかった理由（50団体）

２．その他の地域新電力事業について

・マスタープラン策定補助や事業化までのアド
バイスのみではなく、事業化に至った地方公共
団体についても、現時点で採算性や将来の継続
性が不明確な団体があることを踏まえ、今後、
既にある関係省庁プラットフォームを始め各省
庁の専門的な知見を活かし、持続的かつより地
域エネルギーを活用した事業となるように取り
組んでいくべきではないか。

・「本事業を認知していなかった」、「他省庁の補
助・交付金で十分」、「マスタープラン策定に必要
性を感じない」と回答した地方公共団体も一定数存
在した。また、地域新電力事業では本事業を活用し
なくても導入に至った事例が50団体あった。

・このため、今後、マスタープラン策定の効果やメ
リット等を見直すとともに、本事業を活用せずに地
域新電力を導入することができた要因について把握
し検証する必要があるのではないか。

●本事業を活用しなかった理由について
・調査に回答のあった地方公共団体63団体のうち、
設立に関与した事業者の主力事業が電力であり、
本事業を活用せず、地域新電力を導入したのは50
団体であった。
・本事業を活用しなかった理由は次の通りであっ
た。「事業を認知していない」が20団体（40%）
と最も多く、「他省庁の補助・交付金で十分で
あった」が12団体（24%）、「マスタープラン策
定に必要性を感じない」が６団体（12%）であっ
た。【表４】
・他省庁の補助・交付金で十分であったことの例
として、エネルギー関係の事業者は環境省や資源
エネルギー庁の補助事業に詳しく、事業者の提案
で、地方公共団体としても他省庁の補助金（交付
金）で、そのまま事業化につながると判断をした
との回答もあった。


